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因(permanent shock)への分解を試みた。その結果、1992 年 4 月以降の生活保護率上昇は
それ以前の情報では説明できないほど上方に乖離しており、 その乖離の大部分を恒常的
要因が説明することが分かった。特に、2008 年 9 月に起きたリーマン・ショック以降
の生活保護率急増は、一般に信じられている景気変動の一時的要因ではなく、そのほと
んどを恒常的要因が説明する。その恒常的要因は何によってもたらされているのか、そ
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1.  はじめに 





図 1 は、1990 年度以降の生活保護受給者数、世帯数の推移をみたものであるが、1992
年度ぐらいから両者とも増加の一途をたどっており、2006 年度から 2008 年度にかけて
ややペースダウンしたものの、2009 年度以降は再び、かつてないほどの急増が起きて
いる。2011 年 3 月現在の生活保護受給者は 202 万 2,333 人という高水準にあるが、200





2009 年度、2010 年度は、その傾向に加えて、 「その他世帯」が急増するという変化が注
目される。 「その他世帯」 とは、 65 歳以上の高齢者でもなく、 障害者や傷病者でもなく、
母子世帯でもないという意味であり、いわゆる「稼働能力層」が多く含まれる比較的健
康な現役年齢層の生活保護世帯が、前年度比 41.5％（2009 年度） 、32.2％（2010 年度）
という猛烈なペースで増加しているのである。 
このため、2005 年から 2008 年度まで、2 兆 8～9 千億円台で推移していた生活保護費










                                                   
1  図 2 の 2010 年度見込みの金額は、2010 年度の国の一般会計予算における生活保護費 2 兆 6,065 億円のう
ち、保護費(2 兆 5,676 億円)及び保護施設事務費(276 億円)、指導監査職員設置費等の委託事務費(21 億円)
を、地方交付税措置によって地方負担分となる 4 分の１を加算して計算したものである。生活保護費とそ
の地方交付税措置に関しては、林(2010)が詳しい。   3 
図 1  近年の生活保護受給者数、世帯数の推移 
 
注）厚生労働省「福祉行政報告例」より。2009 年度までは、確定値。それ以降は概数値。東日本大震災の
影響により、平成 23 年 2 月分は郡山市以外の福島県を除いて集計した数値である。   
 
表１  世帯類型別被保護世帯数の年度推移（１か月平均） 
 
注）厚生労働省「福祉行政報告例」より。2009 年度までは、確定値。それ以降は概数値。括弧内は前年度

































































































2005 2006 2007 2008 2009 2010
総　　数 1,041,508 1,075,820 1,105,275 1,148,766 1,274,231 1,409,067
( 3.3% ) ( 2.7% ) ( 3.9% ) ( 10.9% ) ( 10.6% )
　高齢者世帯 451,962 473,838 497,665 523,840 563,061 603,119
( 4.8% ) ( 5.0% ) ( 5.3% ) ( 7.5% ) ( 7.1% )
　障害者世帯・傷病者世帯 389,818 397,357 401,088 407,095 435,956 465,111
( 1.9% ) ( 0.9% ) ( 1.5% ) ( 7.1% ) ( 6.7% )
　母子世帯 90,531 92,609 92,910 93,408 99,592 108,740
( 2.3% ) ( 0.3% ) ( 0.5% ) ( 6.6% ) ( 9.2% )
　その他の世帯 107,259 109,847 111,282 121,570 171,978 227,336
( 2.4% ) ( 1.3% ) ( 9.2% ) ( 41.5% ) ( 32.2% )  4 















図 2  生活保護費の年度推移 
 

















2005 2006 2007 2008 2009 2010(見込み)
億円
年度  5 
  さて、このような問題意識から日本の生活保護率の分析を行った研究は、Suzuki and 
Zhou(2007)
  2
しかしながら、 Suzuki and Zhou(2007)の分析期間は、 2006 年 10 月までの時期であり、
リーマン・ショックが起きるかなり以前であることから、当然ながら、2008 年 9 月以
降の生活保護率の急増期を分析できていない。そこで、本稿は、Suzuki and Zhou(2007)





保護率上昇を一時的要因と恒常的な要因とに分解している。その結論は 1992 年 4 月か
ら 2006 年 10 月までの生活保護率上昇のうち、それ以前のVARのダイナミック・シミュ
レーションで予測できない 3‰程度の上昇幅のほとんどを、恒常的要因が説明するとい
うものであった。 





2.  方法論 
2.1  生活保護率と失業率の推移 
実質GNPもしくはGDPの変動を一時的要因と恒常的要因に分解するというテーマは、
実物的景気循環理論(RBC: real business cycle theory)の妥当性を検証するという理論的な
重要性があるために、マクロ計量経済学(Macroeconometrics)の分野では、一時、人気を
博したテーマである（Beveridge and Nelson(1981), Campbell and Mankiw(1987), Blanchard 
and Quah(1989)） 。この中でも、Blanchard and Quah(1989)が提示した Bivariate Structural 
VAR のよる分解手法は、両要因にユニークに分解できるため非常に優れている。本稿







                                                   
2  また、同論文の日本語訳として周・鈴木(2007)がディスカッションペーパーとして公開されている。 
。最近でこそ、生活保護率と失業率の相関は低くなっている
3  具体的には、下記のような推計結果を用いて、係数×トレンドの項と係数×1973 年 12 月以前ダミーの
項を、原系列のデータから差し引いた。これにより、調整後の生活保護率、失業率の定常性を確保する。
トレンドのみを除去するデータ系列による分析も行ったが、結果が大きく変わらなかったので、以下では
省略している。   6 
ようであるが、全体的には両者はかなり密接に連動していることがわかる。 
 
図 3  生活保護率と失業率の推移 1 
 
 
図 4  生活保護率と失業率の推移 2（トレンド及びブレークの除去後） 
 
 
                                                                                                                                                     
生活保護率=12.12865 -.0043507*トレンド+3.533062*1973 年 12 月以前ダミー 
     (38.43)  (-5.66)      (11.55)       Adj R-squared 0.5149 
失業率＝.3017669+.0074976*トレンド+.3401724*1973 年 12 月以前ダミー 








































































































































































































































































































































































































































































生活保護率(右目盛、‰）  7 
 
2.2  Blanchard=Quah 分解法 

































k t t k c k c z ε ε                            (2) 
 
ここで、 t 1 ε と t 2 ε はそれぞれ独立したホワイトノイズのイノベーションである。単純
化のために両者とも分散を 1 と仮定する。 ) (k cij はそれぞれ係数であり、k はラグの次








1 11 0 ) (
k
k t k c ε                      (3) 
 
この制約により、各期のショック t 1 ε は正、負の任意の値をとろうとも、しばらくす
ると元に戻ろうとする性質を持ち、 相殺し合って長期的な和が 0 となる一時的要素とな
る。 
































−                          (5) 
 
ここで、 ) (l aij は推定した係数（l はラグ次数)であり、 it e も推定によって残差として
値が得られる。ここで、 it ε と it e には、次のような関係があるので、 ) (k cij の値が得ら
れれば it e の値を用いて it ε を逆算することが出来る。 
 
t t t c c e 2 12 1 11 1 ) 0 ( ) 0 ( ε ε + =                    (6)   8 
t t t c c e 2 22 1 21 2 ) 0 ( ) 0 ( ε ε + =                    (7) 
   
ここで、(6)、(7)式と it ε の仮定（分散 1、共分散 0）から、下記の（8）～（10）式が
得られる。また、(3)の制約は(11)式のように表現できるため、4 つの変数に対して 4 本
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3.  推計結果 
3.1  推計結果 
  表 2 は、 生活保護率と失業率のBVAR(Bivariate Vector Autoregression)の推定結果である。
推定に用いる生活保護率及び失業率のデータは、 定常データであることが求められるた
め 、図 4 に表示したトレンドとブレークの除去を行った月次データを用いることにした。
推計に用いた月次データは、1960 年 4 月から 2011 年 3 月までの 50 年間（600 カ月）で
ある。また、原型列は季節性が存在するので、VARの推定の際に、月次ダミーを外生変
数として用いて処理を行っている。VARのラグの次数は 12 期（12 ヶ月）とした
4
                                                   
4  ラグ次数は 24 期や、AIC、SBIC で推奨される次数を用いた推計も行ったが、結果が大きく変わらない
。   9 
 





                                                                                                                                                     
ために、以下では省略した。 
被説明変数
説明変数 係数 標準誤差 p値 係数 標準誤差 p値
生活保護率{1} 1.012 23.636 0.000 0.077 0.037 0.039
生活保護率{2} 0.016 0.261 0.794 -0.106 0.053 0.045
生活保護率{3} 0.037 0.612 0.541 0.009 0.053 0.865
生活保護率{4} -0.032 -0.525 0.599 0.013 0.052 0.809
生活保護率{5} -0.001 -0.020 0.984 0.028 0.052 0.597
生活保護率{6} -0.003 -0.056 0.956 -0.061 0.052 0.245
生活保護率{7} -0.016 -0.267 0.790 0.092 0.052 0.080
生活保護率{8} 0.014 0.239 0.811 -0.079 0.052 0.131
生活保護率{9} 0.090 1.489 0.137 0.099 0.053 0.060
生活保護率{10} -0.078 -1.278 0.202 -0.073 0.053 0.165
生活保護率{11} 0.000 0.007 0.995 0.084 0.053 0.111
生活保護率{12} -0.042 -0.977 0.329 -0.089 0.037 0.018
失業率{1} 0.039 0.787 0.432 0.835 0.043 0.000
失業率{2} -0.009 -0.139 0.890 -0.012 0.055 0.833
失業率{3} -0.041 -0.637 0.525 0.085 0.055 0.126
失業率{4} 0.050 0.777 0.438 0.021 0.055 0.698
失業率{5} -0.074 -1.162 0.246 -0.007 0.055 0.903
失業率{6} 0.015 0.232 0.816 0.098 0.055 0.074
失業率{7} 0.071 1.115 0.265 -0.075 0.055 0.171
失業率{8} -0.022 -0.343 0.732 -0.027 0.055 0.630
失業率{9} -0.005 -0.074 0.941 -0.022 0.055 0.695
失業率{10} -0.082 -1.286 0.199 -0.005 0.055 0.925
失業率{11} 0.044 0.691 0.490 0.042 0.055 0.444
失業率{12} 0.028 0.562 0.574 0.042 0.043 0.321
定数項 0.120 2.484 0.013 0.345 0.042 0.000
2月ダミー -0.102 -2.449 0.015 -0.211 0.036 0.000
3月ダミー -0.065 -1.523 0.128 -0.042 0.037 0.259
4月ダミー -0.238 -5.458 0.000 -0.446 0.038 0.000
5月ダミー -0.139 -3.214 0.001 -0.374 0.037 0.000
6月ダミー -0.086 -2.143 0.033 -0.379 0.035 0.000
7月ダミー -0.080 -1.935 0.054 -0.359 0.036 0.000
8月ダミー -0.101 -2.355 0.019 -0.246 0.037 0.000
9月ダミー -0.134 -2.923 0.004 -0.285 0.040 0.000
10月ダミー -0.106 -2.246 0.025 -0.291 0.041 0.000
11月ダミー -0.083 -2.028 0.043 -0.288 0.035 0.000
12月ダミー -0.046 -1.142 0.254 -0.326 0.035 0.000
N 600 600
被説明変数の標準誤差 2.151 0.561
生活保護率 失業率  10 
3.2  予測誤差の分散分解、インパルス応答関数 




ても恒常的ショックの要因は 82.5％も説明しているが、120 期には実に 94.6％も説明す










（permanent shock） は、 だんだんと影響が高まってゆくことがわかる
5。 特徴的なのは、









                                                   
5  各ショックは 1 標準偏差分のショックを与えている。 
6  たとえば、日本の生活保護制度は、受給者が労働を行って収入を得ても、 「勤労控除」と呼ばれるわずか
な例外を除いて、そのほとんどが生活保護費の減額と相殺されてしまう。橋本(2006)による推計では、労
働の限界税率は 83 から 93％となっており、就労自立のインセンティブが極めて小さい。その他、経済学
の観点からみた我が国の生活保護制度に関する様々な問題点は、阿部他(2008)が詳しい。 




月 標準誤差 恒常的ショック 一時的ショック
1 0.15 82.50 17.50
6 0.41 85.06 14.94
12 0.65 85.39 14.61
24 1.08 86.48 13.52
36 1.43 88.13 11.87
48 1.71 89.65 10.35
60 1.94 90.95 9.05
84 2.31 92.91 7.09
120 2.67 94.59 5.41  11 
図 5  各ショックに対する生活保護率のインパルスレスポンス 
 
注）各ショックは 1 標準偏差分のショックを与えている。 
 





昇が始まる少し前の 1992 年 4 月からの分解を行うことにした。 
歴史的分解は、理論的には先述の(12)、(13)式で表されるが、実際にはVMAを無限期
前にさかのぼって計算することは出来ない。そこで、推定されたVARモデルに対して、




  図 6 は、まず、ベースライン予測値と現実値を示したものである。この期間、トレン
ドとブレーク調整後の生活保護率は、1992 年 4 月の 9.05‰から 2011 年 3 月の 18.47‰
まで 9.42‰の上昇をしているが、そのうちベースライン予測値は 12.19%までしか上昇
していないので、差し引き 3.14‰を説明しているにすぎない。残りの 6.28‰の乖離部分
。 この乖離とは、 1992 年 3 月までの情報では説明できなかった 1992 年 4
月以降の外生的ショックによって生じたものと解釈できるので、 この乖離を一時的要因
と恒常的要因によるショックに分けることができるのである。 
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‰  13 
図 7  生活保護率の予測誤差における歴史的分解 
 
 
4.  結語 
本稿は、近年の生活保護率の上昇について、時系列データによる要因分解を試みた。
具体的には、 1960 年 4 月から 2011 年 3 月までの長期時系列データを用いて BVAR を推
定し、Blanchard=Quah 分解法によって、一時的要因(temporary component)と、恒常的要
因(permanent component)に分解を試みた。その結果、1992 年 4 月以降の生活保護率上昇
は、それ以前の情報では説明できないほど上方に乖離しており、その乖離の大部分を恒



























































































































































































表 3 は、 この期間における生活保護行政の主要事項を年表形式でまとめたものである












機運を高めることとなり、2003 年 8 月からは、厚生労働省の社会保障審議会福祉部会
「生活保護制度の在り方に関する専門委員会」において、50 年ぶりとなる生活保護法
改正の議論がスタートする。その後、生活保護率急増の矢面に立っている地方自治体と
国の協議会が 2005 年 4 月に始まり、厚生労働省は生活保護申請の抑制に急速に舵を切
ることとなった。すなわち、2005 年 12 月には、国と地方の間で、生活保護適正化に対





























人々に対して、 実質的に緩和された基準で、素 早 い 生活保護受給が認められたのである。









  冒頭に触れたように、2011 年度予算ベースで生活保護費は 3 兆 4 千億円を超えるも
のと見込まれるが、現民主党政権、厚生労働省の政策方針が変わらない限り、この増加











                                                   
9  2007 年 7 月に、北九州市小倉北区で生活保護受給を打ち切られた男性が『おにぎりが食べたい』と窮状
を日記に残した上で餓死し、ミイラ化した状態で死体が発見された。北九州市では、2005 年 1 月に八幡東
区在住の男性が生活保護を認められずに孤独死したり、 2006 年 5 月には門司区在住の男性が生活保護申請
を認められずにミイラ化した死体が発見されたりするといった事件が続いていたところであった。こうし
た中、2007 年 10 月に「北九州市の生活保護行政を検証する第三者委員会」が生活保護行政の抜本的な改
善を勧告し、市長も大筋でこれを受け入れる意志を表明したが、2009 年 4 月には、生活保護申請を求めて
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